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Ｊ
Ａ
い
わ
て
平
泉
は
平
成
26
年
３
月
の
合
併
以

来
、
協
同
組
合
精
神
の
も
と
、
営
農
指
導
は
も
と

よ
り
販
売
、
購
買
、
信
用
、
共
済
な
ど
総
合
的
な

事
業
へ
の
取
り
組
み
で
、
農
家
組
合
員
と
そ
の
家

族
、
地
域
に
暮
ら
す
方
々
と
「
農
」
を
通
じ
た
活

動
を
通
し
て
歩
み
を
共
に
し
て
き
ま
し
た
。
Ｊ
Ａ

と
し
て
の
使
命
で
あ
る
い
わ
て
平
泉
農
業
を
守
り

育
て
て
い
く
た
め
、
総
合
事
業
を
堅
持
す
る
と
と

も
に
、
自
主
的
Ｊ
Ａ
の
自
己
改
革
の
取
り
組
み
を

不
断
に
継
続
し
て
い
く
た
め
の
事
業
の
再
構
築
に

よ
る
Ｊ
Ａ
経
営
基
盤
の
維
持
・
強
化
へ
の
取
り
組

み
計
画
の
一
部
を
紹
介
し
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
は
、
新
た
な
中
期
経
営
計
画
（
３

カ
年
計
画
）
の
ス
タ
ー
ト
の
年
で
あ
り
、
Ｊ
Ａ
い
わ

て
平
泉
は
県
内
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
と
志
を
一
つ
に
、
農

業
協
同
組
合
の
使
命
で
あ
る
「
農
家
組
合
員
の
所
得

増
大
」「
地
域
の
活
性
化
と
結
び
つ
き
の
強
化
」と「
組

合
員
に
評
価
さ
れ
る
組
合
経
営
」
の
３
つ
を
重
点
施

策
と
し
て
掲
げ
、
計
画
の
実
践
に
取
り
組
ん
で
い
ま

す
。
目
ま
ぐ
る
し
く
変
化
す
る
環
境
の
中
に
あ
っ
て

も
当
Ｊ
Ａ
は
、「
持
続
し
続
け
る
い
わ
て
平
泉
農
業

の
確
立
」
と
「
食
と
農
を
基
軸
と
し
て
地
域
に
根
ざ

し
た
協
同
組
合
の
確
立
」
の
実
現
の
た
め
、
今
後
も

組
合
員
、
役
職
員
が
一
丸
と
な
っ
て
歩
み
を
続
け
て

い
き
ま
す
。

特集
1

ＪＡいわて平泉の自己改革への挑戦
～事業の再構築を具現化へ～

平
成
30
年
度

■営農指導部門の一元集約■配送事業の集約・一元的在庫管理
千厩配送センターを東部配送センターと変更し、西部配送
センターを新たに設置し配送システムの統一を図ります。

※予約資材の取りまとめについては各営農経済センターが
　各配送センターに取り継ぎます

一 関 平 泉

西部配送センター

生産者

花 泉

地理的中心地で、組合員の利便性の向上
技術や知識を職員間で共有化、事務の効率化

在庫の一元管理で、生産資材（肥料・飼料・農薬等）
の迅速な対応

ワンフロアに集約

一元的な在庫管理

イメージ図

東・西営農振興センター（営農部・畜産部）

現在の川崎支店
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説
明
会
・
意
見
交
換
会
を
順
次
行
い
ま
す

　

全
職
員
が
意
識
統
一
を
す
る
た
め
12
月
２
日
に

全
職
員
集
会
を
行
い
ま
し
た
。
組
合
員
の
皆
さ
ま
へ

は
、
次
の
日
程
で
説
明
会
・
意
見
交
換
会
を
開
催

し
ま
す
。

12
月 

８
日
か
ら 

地
区
運
営
委
員
会
（
管
内
９
会
場
）

 

18
日 

女
性
部
役
員
と
常
勤
役
員
の 

 
 

意
見
交
換
会

 

20
日 

農
家
組
合
協
議
会
と
常
勤
役
員 

 
 

の
意
見
交
換
会

１
月
〜
３
月 

総
合
運
営
委
員
会

 
 

組
合
員
座
談
会

※
青
年
部
役
員
と
の
意
見
交
換
会
は
、
地
区
ご
と
に
開
催
予
定

平
成
31
年
度

■支店の再編（平成３１年６月）

現在の２２支店３ふれあい店から８支店３出張所に、ＡＴＭは
ふれあい店設置分も含め当面は現状のまま

※総合事業を通して各種専門家やＪＡグループとの連携でご要望にあった対応をさせていただきます。

支店＝地域の拠り所・地域の金融機関

　農業振興・地域との結びつき強化へのたゆまぬ取り組みが続けられるのは、組合員とＪＡのつながりがあればこそのもので
あり、資金等において農業部門だけでは賄いきれない部分を信用や共済、経済など総合ＪＡとして取り組んでいます。
　しかし、ＪＡ経営の収支悪化が予測され、農業振興・地域との結びつき強化に加えて、支店のあり方も含めた中での事業の再
構築による経営基盤の維持・強化への取り組みが必要不可欠です。
　営農・販売・購買の各事業とともに、信用・共済事業においても環境の変化に対応できるＪＡ経営の再構築に向けた支店の
再編成に取り組みます。

一関支店
真滝支店
舞川支店
萩荘支店
中里支店
山目支店
厳美支店

一関中央支店
現：本店

厳美出張所

花泉支店

平泉支店

永井出張所

千厩支店

川崎出張所

花泉支店
永井支店

平泉支店
長島支店

現行 再編後
千厩支店
小梨支店
奥玉支店
川崎支店

藤沢支店
黄海支店

大東支店
興田支店
大原支店

東山支店

室根支店

東山支店

藤沢支店

大東支店
現：東部営農振興センター

室根支店

現行 再編後

中央相談センターの新設　共済・年金・相続※・資産運用・旅行などの相談に、土日も対応

①出向く体制および営農相談機能の強化⇒渉外職員の増員・レベルの高い渉外体制の構築
②質の高いサービスの提供⇒職場内教育訓練を強化し専門職員の育成
③内部管理態勢の強化⇒社会的信頼性アップ
④信用・共済部門の経営基盤の強化⇒地域農業振興策展開への貢献
⑤限られた経営資源（ヒト・モノ・カネ）の再配置⇒事業管理費（人件費・システム経費・施設費等）の削減
⑥支店建物の老朽化対策⇒施設維持コスト（租税公課・保険料・運営費・修繕費等）の抑制
⑦総合事業体制の維持強化⇒自己改革の着実な取り組みの実践で地域の農業とくらしを守る


